
地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）

※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 交付限度額①
（令和２年度本省繰越分）（国のR2予算）

メールアドレス
交付限度額②

（令和３年１～３月補助裏分）（国のR2予
算）

交付金関連
事業費

交付限度額③
（令和３年４月以降補助裏分）（国のR3予

算）

事業者支援分交付限度額
（令和3年4月30日通知）（国のR3予算）

事業者支援分交付限度額（市町村）
（令和3年8月20日通知）（国のR2予算）

事業者支援分交付限度額（都道府県）
（令和3年8月20日通知）（国のR3予算）

地方単独事業分交付限度額④
（令和3年12月27日通知）（国のR3予算）

通常分交付限度額
（国のR2予算）

624,121                          事業者支援分交付限度額
（国のR2予算）

130,257                  

通常分交付限度額
（国のR3予算）

576,166                          事業者支援分交付限度額
（国のR3予算）

-                            

 本省繰越希望額
（R3補正による地方単独事業分交付限度

額④に係る希望額）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 1,157,190 104,520 47,104  1,085,571 1,036,893 48,678 - 19,266 5,249 

1 単 通常事
業

-

オンラインセ
ミナー配信用
機材の整備
（情報統計
課）

①新しい生活様式に対応した研修会やセミナーを実施
するにあたり、内容をライブ配信するためのビデオカメラ
等の配信機材を購入し、環境整備を行う。

②ビデオカメラ等の購入にかかる経費

③103,620円
外付けHDMIキャプチャーボード（25,520円）、デジタル
HDビデオカメラ（55,000円）、ワイヤレスマイクロホン
（23,100円）

④市職員

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

①３密対策 R3.6 R4.3 104 104 104 R3補正（地）

2 単 通常事
業

-

自治体専用
チャットサー
ビスの導入
（情報統計
課）

①職場密度を削減し、感染拡大防止を図るため、サテラ
イトオフィスや在宅での勤務時におけるコミュニケーショ
ンツールとして、チャットサービスを導入する。

②チャットサービスの使用料

③チャットサービスの使用料 5,082千円（350円×1,100ラ
イセンス×12月×1.10）

④市職員

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

①３密対策 R3.4 R4.3 5,082 5,082 5,082 R3補正（地）

3 単 通常事
業

-

サテライトオ
フィスネット
ワーク環境整
備
（情報統計
課）

①職場密度を削減し、感染拡大防止を図るため、サテラ
イトオフィスを拡充させるためのネットワーク整備を行う。

②サテライトオフィスを拡充するための集約拠点（データ
センタ）へのネットワーク環境の整備にかかる経費及び
各サテライトオフィスへのネットワーク環境整備にかかる
経費

③集約拠点及びサテライトオフィスの回線使用料4,561
千円（8月分）
集約拠点及びサテライトオフィスの環境構築業務委託
料：9,876千円（データセンタ、サテラオフィスのネットワー
ク構築にかかる機器費用、作業費等）

④3施設（市内データセンター、追手町サテライオオフィ
ス、新規サテライトオフィス）

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

①３密対策 R3.4 R4.3 14,437 14,437 14,437 R3補正（地）

4 単 通常事
業

50

市政だより挟
み込み及び
新聞折込広
報紙による啓
発
（秘書広聴
課）

①新型コロナウイルス感染症に係る情報については、市
ホームページやＳＮＳを活用し、迅速な情報提供を行っ
ている。一方、インターネット環境がない市民に対して
は、毎月の市政だよりの全戸配布や公共施設へのチラ
シ・ポスター等の掲示で対応しているが、迅速な情報提
供が難しい状況にある。そのため紙媒体による臨時的な
広報を行うことにより、緊急的な情報発信に迅速に対応
し、市民の不安解消を図る。

②市政だより挟み込みチラシ印刷や新聞折込チラシ等
の印刷に要する経費、印刷物の配布委託に要する経費

③【印刷費】2,787千円
市政だより挟み込みチラシ印刷（52,800部×＠0.79円×
４頁×12回×1.1＝2,202,393円）、新聞折込みチラシ印
刷（1.12円（チラシ１枚単価）×2頁×39,500部×6回×1.1
＝583,968円）
【配布委託料】900千円
新聞折込みチラシ配布委託（3.60円（チラシ配送単価）×
37,850部×6回×1.1＝899,316円）

④市民

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情
報発信の充

実

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,687 3,687 3,687 R3補正（地）

5 単 通常事
業

-

タクシーデリ
バリーサービ
ス構築事業
補助金
（地域づくり
課）

①タクシーによる貨物輸送の規制緩和を受けて、令和２
年９月より福島大学と一緒に取り組んできた「届け！お
みせごはんプロジェクト」の枠組みによる実証事業を継
続することで、タクシー事業者及び飲食店等の支援を行
いながら、ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた、サー
ビスとして継続できるタクシーデリバリーの仕組みの構
築を図る。

②「タクシーを活用したデリバリーサービス」の普及・定
着の支援に要する経費

③タクシーデリバリーサービス構築事業補助金461千円
（400円×96件×12月）、事務費等797千円（チラシ作成
費338千円、チラシポスティング費344千円、諸経費115
千円）

④本事業への参加タクシー事業者

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,258 1,258 1,258 R3補正（地）

合計

事業
終期

総務省

28,784                                                                  地方単独事業費のうち通常事業分 17,928                                                               

地方単独事業費のうち事業者支援分 783,162                                                                

事業者支援分　今回配分予定額
（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額③、④、事業者支援分（都道府
県））

                                                                          -220,640                                                             

事業者支援分
既配分額（国のR3予算）

総事業費 補助対
象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

547,382                                                                                                  

1,330,544                                                                                                

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

配分予定額計
（国のR2予算）

配分予定額計
（国のR3予算）

配分予定額計

移替先

754,378                                                                国庫補助事業費 30,750                                                               

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

-                                                                      

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

48,678                                                                                                                                         - 547,382                                                                                                  

地方単独事業費のうち通常事業分担当者氏名 廣瀬　光 800,853                                                             130,257                                                                                                  

地方単独事業費のうち事業者支援分 事業者支援分　今回配分予定額
（国のR2予算）

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

-                                                                                                           国庫補助事業費

都道府県・市町村コード（５桁） 07202 1,036,893                                                          28,784                                                                  28,784                                                                                                    

担当部局課名 企画政策部　企画調整課 15,400                                                               130,257                                                                

国のR2予算分（交付限度額①、②、事業者支援分（市町村）） 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

事業者支援分
既配分額（国のR2予算）

15,547                                                                                                    

★★★令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 福島県 0242-39-1201 624,121                                                                608,574                                                                                                  

地方公共団体名 会津若松市 kikaku@city.aizuwakamatsu.lg.jp -                                                                          

通常分
既配分額（国のR2予算）

通常分　今回配分予定額
（国のR2予算）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

6 単 通常事
業

-

生活支援臨
時特別給付
金給付事業
（地域福祉
課）

①新型コロナウイルス感染症の影響により減収し、生活
に苦慮する世帯に対し、生活の立て直しを図る期間とし
て最大3カ月間、子育て世帯に8万円、それ以外の世帯
に5万円を支給するとともに、状況に応じて「生活サポー
ト相談窓口」等への案内を行うなど、今後の生活の不安
解消につなげていく。

②生活支援臨時特別給付金の給付に要する経費（給付
金、コールセンター等委託料、需用費、役務費）

③給付金48,900千円（子育て世帯80千円×60件×3回、
それ以外の世帯50千円×230件×3回）、需用費390千
円（チラシ作成、事務用消耗品等）、役務費173千円（決
定通知等郵券代、振込手数料等）、委託料13,689千円
（コールセンター等業務委託、チラシ全戸配布委託）

④次の全てに該当する市民
・新型コロナウイルス感染症の影響により減収した
・直近の世帯全員の収入月額の合計が基準額以下
・直近の世員全員の預貯金の合計が基準額以下
・生活保護を受給していない

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.12 63,152 63,152 63,152 https://www.city.aizuwakamatsu.fu
kushima.jp/docs/2021032200020/

R3補正（地）

7 単 通常事
業

-

障がい者ＰＣ
Ｒ検査事業
（障がい者支
援課）

①障がい者施設に新たに入所する希望者に対して、ＰＣ
Ｒ検査を実施し、施設内での感染発生リスクを軽減す
る。

②PCＲ検査に要する経費

③ＰＣＲ検査委託料220千円（10名×22,000円）

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 220 220 220 R3補正（地）

8 単 通常事
業

-

広田保育所
の手洗い器
の設置
（こども保育
課）

①保育所の利用児童等の新型コロナウイルス感染症対
策を図るため手洗い器を設置し、感染拡大防止を図る。

②③保育室手洗器設置工事 1,400千円（１か所）

④広田保育所

－ － － － － －
①-Ⅳ-４．公
共投資の早
期執行等

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,400 1,400 1,400 R3補正（地）

9 単 通常事
業

-

公立幼稚園
に係る感染症
対策用品購
入
（こども保育
課）

①幼稚園の利用児童等の新型コロナウイルス感染症対
策を図るために必要となる消耗品及び備品を購入し、感
染拡大防止を図る。

②③
（1）消耗品費107千円
・物品用消毒液42,328円（セーフコール4,950円×6箱
=29,700円、エタノール1,320円×5箱=6,600円、ジアクイッ
ク6,028円×1箱=6,028円）
・手指用消毒液46,035円（アルペット5,775円×5箱
=28,875円、ビオレＵ1,430円×12箱=17,160円）
・ペーパータオル8,580円（2,860円×3箱）
・体温計9,680円（4,840円×2個）
（2）備品購入費 38千円
・飛沫防止パーテーション　18,700円×2セット

④河東第三幼稚園

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 145 145 145 R3補正（地）

10 単 通常事
業

12

感染対策用
品購入
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策室）

①庁内会議や市関連イベント等用の感染対策用品を追
加で整備し、新型コロナウイルス感染症の感染対策を強
化する。

②③
アクリルパーテーション（60枚）329千円
ポリ手提げ袋（500枚入×5箱）15千円
手指消毒用足踏みスタンド（5台）141千円
二酸化炭素濃度測定器（10台）262千円
サーキュレーター（3台）35千円

④庁内会議や市関連イベント等

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.4 R4.3 782 782 782 R3補正（地）

11 単 通常事
業

-

新型コロナウ
イルス感染症
患者の濃厚
接触者等に
対する生活支
援事業
（新型コロナ
ウイルス感染
症対策室）

①新型コロナウイルス感染症患者の濃厚接触者として、
保健所から自宅待機を要請され、支援者がいないこと等
により、生活に支障を来す方に対し、食料品や日用品な
どの生活物資の提供を行う。

②③
生活支援業務委託料6,050円（食材＠500円×3食×3日
間＝4,500円、日用品＠1,000円/件、調達配送等550円
（10％））×1.1×2件×12月≒160千円

④新型コロナウイルス感染症患者の濃厚接触者として、
保健所から自宅待機を要請され、支援者がいないこと等
により、生活に支障を来す方

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 160 160 160 R3補正（地）

12 単 通常事
業

3

夜間急病セン
ター専用出入
口設置工事
（健康増進
課）

①当該施設に専用の出入口を設置することで、併設す
るコミュニティセンター利用者の新型コロナウイルス感染
症の感染防止を図る。

②③
夜間急病センター出入口設置工事　１箇所 5,300千円

④夜間急病センター

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制

の強化
②発熱外来 R3.9 R4.3 5,300 5,300 5,300 R3補正（地）

13 単 通常事
業

-

飼料用米緊
急転換推進
補助金
（農政課）

①新型コロナウイルス感染症拡大に起因する飲食店・宿
泊施設等の利用者の減少・休業に伴う業務用米需要減
により、令和２年産米を含めて供給過多の状況であるこ
とから、生産数量の目安を達成するため、主食用米から
飼料用米（一般品種）へ転換し、出荷する農業者及び集
荷業者に対して支援を行う。
②飼料用米緊急転換推進補助金及び事務費（郵券代）
③○飼料用米緊急転換推進補助金：19,818千円
【生産者支援分】5,000円/10ａ×330.3ha＝16,515千円
令和２年産主食用米作付面積-令和３年産米の生産数
量（面積）の目安+令和２年飼料用米（一般品種）取組面
積を対象面積（計330.3ha）に補助単価（5,000円/10ａ）を
乗じた。
【集荷業者助成分】330.3ｈａ×600kg/10a×100円/60kg
＝3,303千円。対象面積（計330.3ha）に地域の合理的な
単収（600kg/10a）を乗じて算出した集荷量に助成単価
（100円/60kg）を乗じた。
○事務費（郵券代：）：246千円
事業周知：2,652名（令和３年度営農計画書送付者数）×
@84円＝222,768円、申請書送付：265名×@84円＝
22,260円
④【生産者】令和３年産米を飼料用米（一般品種）として
出荷したもの。【集荷業者】需要に応じた米の生産・販売
の推進に関する要領に基づく飼料用米として出荷販売
するもの。

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.7 R3.12 20,064 20,064 20,064 R3補正（地）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

14 単 通常事
業

54

会津地鶏販
売促進緊急
対策事業費
（農政課）

①感染症拡大防止に伴う飲食店の営業自粛等による会
津地鶏の需要減退により、在庫が増加している会津地
鶏生産者について、学校給食への食材としての提供を
支援することで、会津地鶏生産者の営農継続をはじめ、
地産地消・食育の推進を図る。

②会津地鶏販売促進緊急対策事業補助金（過剰在庫を
学校給食へ提供する際の製品原価に対する補助）

③補助金7,151千円
（過剰在庫量）×（肉の部位ごとの製品原価）
もも肉478ｋｇ×3,893円＝1,860,854円
むね1,388kg×＠3,236円/kg＝4,491,568円
ささみ300kg×＠2,660円/kg＝798,000円

④会津地鶏生産者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.4 R4.3 7,151 7,151 7,151 

国産農林水産物等販
売促進緊急対策のう
ち和牛肉等販売促進
緊急対策事業（農林水
産省）

R3補正（地）

15 単 通常事
業

54

会津馬肉需
要開拓緊急
対策事業費
（農政課）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、売上の減
少や飼養に係る経費の増加などの問題を抱える会津馬
肉について、学校給食食材での活用をとおし、新たな需
要の開拓を図るとともに、食育の推進及びブランド力の
向上を図る。

②会津馬肉の学校給食提供に係る経費

③馬バラ肉2,200千円（2,200円/㎏×1,000㎏）

④市内会津馬肉生産者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.6 R4.3 2,200 2,200 2,200 R3補正（地）

16 単 通常事
業

-

会津牛生産
推進緊急対
策事業
（農政課）

①新型コロナウイルス感染拡大により子牛価格の下落
の兆候が見られ、肉用子牛生産者の生産意欲低下や生
産基盤の弱体化が懸念されることから、経営安定及び
経営規模の維持を図る。

②会津牛生産推進緊急対策事業奨励金
交付対象の出荷期間に販売された交付対象子牛の頭
数に、補助単価を乗じて奨励金を交付する。

③生産農家９戸の交付対象子牛頭数42頭×奨励金単
価50千円

④肉用子牛生産農家

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.10 2,100 2,100 2,100 R3補正（地）

17 単 通常事
業

-

公設地方卸
売市場使用
料の減免
（農政課）

①新型コロナウイルス感染症第３波の影響により、売上
高が前年同月比で50％以下になる等、市公設地方卸売
市場内の事業者が多大な影響を受けたことを踏まえ、令
和３年５月～１０月の６か月間の市場使用料を減免する
ことで、事業者の固定費削減による経営支援を行うこと
で、食料安定供給体制を確保する。

②市場使用料の減免により生じる減収分に対する一般
会計から市場特別会計への繰出金

③繰出金10,062千円
【充当経費】減免見込額@1,676,866円/月×６月＝
10,061,196円

④市場内事業者19社

－ － ○ － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.10 10,062 10,062 10,062 R3補正（地）

18 単 通常事
業

-
市商店街連
合会補助金
（商工課）

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、低迷してい
る市内経済の回復を目的に、会津若松市商店街連合会
が実施する消費喚起事業の取組を支援。地域消費効果
として48,000千円を見込む。

②市商店街連合会補助金【対象経費】
商品券換金費：キャッシュバックキャンペーン用商品券
原資
抽選会賞品費：抽選により贈呈される商品券原資
事業委託費：広告物製作費、参加店募集に係る調整費

③補助金7,000千円
商品券換金費2,500千円、抽選会賞品費2,500千円、事
業委託費2,000千円（ポスター・チラシ等印刷、新聞折
込、イベント企画等）

④会津若松市商店街連合会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.12 7,000 7,000 7,000 R3補正（地）

19 単 通常事
業

-
飲食店応援
事業補助金
（商工課）

①新型コロナウィルス感染拡大の影響により収益が減
少している、夜間営業を主とする飲食店、酒造業等の地
場産業、タクシー業界等の活性化を図るため、市民等の
積極的な利用促進を図る取組を支援。地域経済効果と
して直接効果34,150千円、波及効果67,000千円を見込
む。

②飲食店応援事業補助金（対象経費：会津酒場スタンプ
ラリー、タクシー割引チケット、会津清酒で乾杯！キャン
ペーン）

③補助金23,566千円
会津酒場スタンプラリー15,590千円（クーポン経費6,000
千円、抽選会景品3,400千円、広報費1,710千円、運営費
4,480千円）、タクシー割引チケット3,830千円（チケット経
費3,750千円、チケット作成経費80千円）、会津清酒で乾
杯！キャンペーン3,090千円（キャンペーン用清酒購入
2.5千円×1,200本＝3,000千円、目印・無料乾杯酒シー
ル等経費90千円）、事務費等1,056千円

④あいづ呑んべぇ文化支援プロジェクト実行委員会（福
島県社交飲食業生活衛生同業組合あいづ支部、会津若
松飲食業組合、一般社団法人日本バーテンダー協会福
島県支部会津地区、福島県タクシー協会会津支部、会

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 23,566 23,566 23,566 R3補正（地）

20 単 通常事
業

-

商業地域活
性化事業費
（プレミアム商
品券）
（商工課）

①市内での消費を喚起し、新型コロナウィルスの影響に
より売上が減少する市内事業者を支援することを目的と
して、プレミアム付き商品券を発行する。

②プレミアム商品券事業補助金（商品券プレミアム分換
金費、事務費等）

③プレミアム商品券事業補助金136,200千円
商品券プレミアム分換金費120,000千円（商品券売上
480,000千円×25％）、事務費16,200千円（広報費1,980
千円、印刷費4,300千円、賃金5,820千円、通信運搬費
2,000千円、換金振込手数料2,100千円

④会津若松商工会議所

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地
域経済の活

性化

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 136,200 136,200 136,200 R3補正（地）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

21 単 通常事
業

69

ナイトタイム
エコノミー推
進事業
（観光課）

①新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、新たな観
光コンテンツを開発し、withコロナにおける夜間観光の
促進を図る。
　感染防止対策の徹底を前提とした、音声ＡＲ、高精度
位置認識技術といった最先端のデジタル技術等の組み
あわせ（ＤＸ）によって、まちなかにこれまでにない付加価
値を創出し、迅速に夜のまちなかに人を戻していく。

②会津若松市ナイトタイムエコノミー推進協議会負担金

③音声ＡＲ技術を活用した周遊コンテンツの開発委託費
11,000千円
コンテンツ制作費6,200千円（コンテンツ企画３本4,000千
円、音声録音900千円、キャスティング500千円、多言語
化３ヵ国800千円）、システム構築費3,800千円（ライセン
ス及びサポート費500千円、システム使用料800千円、イ
ンフラ機器設置費600千円、システム連携開発費1,900千
円）
、諸経費1,000千円

④会津若松市ナイトタイムエコノミー推進協議会

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

①３密対策 R3.4 R4.3 11,000 11,000 11,000 https://www.aizukanko.com/spot/
884

R3補正（地）

22 単 通常事
業

-

緊急経済対
策（あかべこ
宣言普及推
進）
（観光課）

①会津地方に疫病除けとして伝わる「赤べこ」をシンボ
ルとして、新型コロナウイルス感染症拡大により大変厳
しい状況にある観光関連業種が連携して、感染予防対
策の行動指針を掲げ、実践するとともに、安全安心な受
入体制をＰＲすることで、地域経済活動の活性化を図
る。

②観光産業再活性化推進事業委託【あかべこ宣言普及
推進分】（普及啓発用ポスター等の作成経費等）

③委託料2,710千円（ポスター500部180千円、フラッグ
500枚750千円、シール6種×500枚900千円、デザイン料
200千円、事務費209千円、諸経費471千円）

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 2,710 2,710 2,710 R3補正（地）

23 単 通常事
業

-

緊急経済対
策（あかべこ
キャンペー
ン）
（観光課）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている
宿泊業及び地場産業の回復を図るため、収束後の復興
期において、宿泊者限定の地場産品プレゼントキャン
ペーンを実施し、宿泊及び地場産品の需要喚起を図る。

②観光産業再活性化推進事業委託【あかべこキャン
ペーン分】（地場産品購入費、印刷費、広告費、発送経
費等）

③委託料33,105千円（地場産品購入費＠3千円×5,670
個17,010千円、送料5,670千円、印刷一式761千円、人件
費3,288千円、アンケート入力480千円、HP作成管理150
千円、諸経費5,746千円）

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 33,105 33,105 33,105 R3補正（地）

24 単 通常事
業

-

緊急経済対
策（教育旅行
用あいづ観光
応援券発行）
（観光課）

①教育旅行で本市を訪問する児童・生徒に対し、宿泊施
設や観光施設、飲食店等で利用できるプレミアム付き商
品券を配付することにより新型コロナウイルス対策にか
かる負担感を軽減し、教育旅行の誘致促進及び市内宿
泊施設等への間接的支援と物産販売促進を図る。

②観光産業再活性化推進事業委託【教育旅行用あいづ
観光応援券分】（商品券作成費、助成費、換金業務等）

③委託料88,820千円（助成費60,000千円（@3千円×
20,000人）、印刷費2,000千円（2万冊）、パンフレット印刷
費363千円、送料400校622千円、ＡＧＴ手数料2,000千
円、製作物（のぼり、フラッグ）711千円、HP管理料150千
円、換金業務費9,680千円、振込手数料4,752千円、人件
費3,540千円、諸経費5,002千円）

④教育旅行で本市に宿泊する児童・生徒

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 88,820 88,820 88,820 R3補正（地）

25 単 通常事
業

-

緊急経済対
策（旅館・ホテ
ル宿泊割）
（観光課）

①新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少
している市内旅館・ホテルの活性化を図るため、市民に
よる宿泊需要の創出を図る。
　特に、ＧｏＴｏトラベルキャンペーンや福島県民割の利
用においては、土日等の休日や連休等に集中しがちで
あるため、本事業では平日の宿泊を支援することで、切
れ目のない宿泊需要の創出を図るものとする。

②観光産業再活性化推進事業委託【市民向け旅館・ホ
テル宿泊割引事業分】（助成費、広告費、人件費等）

③委託料67,678千円（助成費60,000千円（@3千円×
20,000人）、広告費2,200千円、振込手数料475千円、人
件費3,670千円、諸経費1,333千円）

④市内の宿泊施設に宿泊する市民

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

⑲商品券・旅
行券

R3.4 R4.3 67,678 67,678 67,678 R3補正（地）

26 単 通常事
業

12

生涯学習総
合センターに
おける感染症
拡大防止対
策
（生涯学習総
合センター）

①生涯学習総合センターにおいて、消毒や飛沫防止の
ための消耗品を確保し、利用者の安心・安全の確保と、
新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る。

②感染拡大防止のための消耗品の購入経費

③飛沫防止のための消耗品費
アルコール消毒液420千円（400ℓ×1,050円）、ペーパー
布巾60千円（6箱×10,000円）、ペーパータオル84千円
（30箱×2,800円）、ハンドソープ16千円（10箱×1,600
円）、ビニール袋等の購入20千円

④生涯学習総合センター

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 600 600 600 R3補正（地）

27 単 通常事
業

15

医療従事者
宿泊支援事
業（新型コロ
ナウイルス感
染症対策室）

①新型コロナウイルス感染症対策にあたる医療従事者
へ宿泊場所を提供した宿泊事業者へ、宿泊費用の一部
を助成することで、医療従事者の身体的・精神的な負担
軽減を図る。

②③宿泊支援助成金
6,000円（宿泊費5,000円＋諸経費1,000円）×70泊×12
月＝5,040千円

④宿泊事業者

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医
療提供体制

の強化

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 5,040 5,040 5,040 R3補正（地）

28 単 通常事
業

49

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止協
力金負担金
（商工課）

①本市の要請に基づき、福島県が飲食店等に対して営
業時間の短縮を要請したことに係り、県において要請に
協力した飲食店事業者に対して交付する新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止協力金の交付額の一部を負担し、
飲食店の時短営業協力を促すとともに協力期間中の事
業継続を支援する。

②新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金負担金

③１日あたり協力金48,075千円（中小企業者の売上高方
式32,075千円＋大企業の売上高減少方式16,000千円）
×16日×0.1（本市負担割合）＝76,920千円

④市内の飲食店等事業者

○ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R4.3 76,920 76,920 76,920 R3補正（地）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

29 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

-

地域交通事
業者緊急支
援金（地域づ
くり課）
※バス・タク
シー分

①地域公共交通の確保・維持を図るため、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、経営環境が急激に悪化して
いる事業者に対して支援を行う。

②車両の稼働状況に関わらず必要な車両維持費
・路線バス：R2年度走行キロ×キロ当たり車両維持費×
補助率
・貸切バス・タクシー：車検代×補助率
※補助率
　R2年度の売上減少率が
　(1)対前年比50％以上の場合…1/2
　(2)対前年比30％以上50％未満の場合…1/3

③地域交通事業者緊急支援金:19,474千円
　 路線バス：7,329千円（(2)427,207km×51.47円×1/3）
 　貸切バス：4,165千円（(1)210千円×1/2×15台、(2)210
千円×1/3×37台）
 　タクシー：7,980千円（(1)120千円×1/2×9台、(2)120千
円×1/3×186台）

④乗合バス：7路線、貸切バス・52台、タクシー：195台

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 19,474 19,474 19,474 R3補正（地）

30 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24

地域交通事
業者緊急支
援金（地域づ
くり課）
※鉄道分

①第３セクター鉄道運行の確保・維持を図るため、新型
コロナウイルス感染症の影響により、経営環境が急激に
悪化している事業者に対して支援を行う。

②令和３年度において利用者の減少に応じた減便を行
わずに運行することに要する経費

③１便あたりの運行経費×対象本数
・会津鉄道株式会社：36,886千円（対象経費222,657,600
円×0.3（沿線自治体）×0.5522（本市））
・野岩鉄道株式会社： 6,668千円（対象経費131,231,520
円×0.55（福島県側）×0.3（県内沿線自治体）×0.3079
（本市））

④会津鉄道株式会社、野岩鉄道株式会社

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.7 R4.3 43,554 43,554 43,554 R3補正（地）

31 単 通常事
業

-

タクシーデリ
バリーサービ
ス構築事業
補助金
（地域づくり
課）

①福島大学吉田研究室と連携し、タクシー事業者及び
飲食店等と取り組んできた「タクシーを活用したデリバ
リーサービス」の利用増加を図ることで、新型コロナウイ
ルスの感染拡大により、経営が急激に悪化しているタク
シー事業者及び飲食店等を支援する。

②「タクシーを活用したデリバリーサービス」の普及・定
着と更なる利用促進に要する経費

③タクシーデリバリーサービス構築事業補助金6,574千
円補助額拡充後7,035千円（400円×43件×2月＝35千
円、700円×1,000件×10月=7,000千円）-当初予算額
461千円（400円×96件×12月）＝6,574千円
事務費等645千円（チラシ作成費169千円、チラシポス
ティング費172千円、諸経費304千円）

④本事業への参加タクシー事業者

－ － － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 7,219 7,219 7,219 R3補正（地）

32 単 通常事
業

11

新聞広告掲
載による啓発
（秘書広聴
課）

①新型コロナウイルス感染症に係る情報については、市
ホームページやＳＮＳを活用し、迅速な情報提供を行っ
ている。一方、インターネットの環境がない市民に対して
は、毎月の市政だよりの全戸配布や公共施設へのチラ
シ・ポスター等の掲示で対応しているが、迅速な情報提
供が難しい状況にある。そのため多くの市民が購読して
いる新聞で臨時的な広報を行うことにより、緊急的な情
報発信に迅速に対応することができ、市民の不安解消
が図られる。

②新聞広報に要する経費

③【広告料】605千円
地方紙広告料（A紙）（300,000円×1回×1.1＝330,000
円）、地方紙広告料（B紙）（250,000円×1回×1.1＝
275,000円））

④市民

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情
報発信の充

実

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 605 605 605 R3予備費（地）

33 単 通常事
業

48

新型コロナウ
イルス対策特
別資金信用
保証料補助
金（商工課）

①新型コロナウイルス対策特別資金（実質無利子型）を
利用した市内中小企業に対して融資にかかる信用保証
料の補助を行い、返済にかかる負担軽減を図るととも
に、企業の経営安定化を支援する。

②新型コロナウイルス対策特別資金（実質無利子型）信
用保証料補助金

③令和３年５月31日までの補助金申請分6,122千円（６
件）

④市内小・中規模事業者

－ － － － － － ①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.11 6,122 6,122 6,122 R3予備費（地）

34 単 通常事
業

12
庁舎サーマ
ルカメラ設置
（総務課）

①新型コロナウイルス感染症における基本的な感染防
止対策の継続に加え、市庁舎（本庁舎、栄町第一庁舎、
栄町第二庁舎及び栄町第三庁舎）入口付近にサーマル
カメラを設置して、来庁者及び職員が庁舎に出入りする
際に検温を行うことで自身の体調管理を促し、より一層
の感染防止対策につなげていく。

②サーマルカメラ購入に要する経費

③備品購入費674千円（１台当たり134,750円×５台）

④市役所庁舎
　・本庁舎正面・中庭マイナンバー窓口（２台）
　・栄町第一庁舎正面入口（１台）
　・栄町第二庁舎正面入口（１台）
　・栄町第三庁舎正面入口（１台）計５台

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強

化と感染の早
期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.5 R3.6 674 674 674 R3予備費（地）

35 補 -
学校保健特
別対策事業
費補助金

文科

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①学校の感染症対策の徹底を図りながら、学校教育活
動を円滑に継続するために必要な取組を継続させ、学
校現場で迅速かつ柔軟に対応できるようにする。

②感染症対策経費
　・消毒液や非接触型体温計等の保健衛生用品
　・３密対策として換気を徹底するためのサーキュレー
ター等

③小規模校　13,600千円（17校×800千円）
　　中規模校　 10,800千円（9校×1,200千円）
　　大規模校　  6,400千円（4校×1,600千円）

④市内小中学校30校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R4.3 30,800 30,800 15,400 15,400 15,400 R2補正（国）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

36 単 通常事
業

飼料用米転
換営農継続
資金助成金
（農政課）

①新型コロナウイルス感染症拡大に起因する米価下落
に対応するため、主食用米から飼料用米に転換した生
産者が営農継続のため一時的に融資を受ける際の利子
の一部又は全部を助成することで、生産者の経営安定
を図る。

②飼料用米転換営農継続資金利子助成金

③補助金203千円（申請見込数20件程度。融資を受けた
生産者が負担した利子分を助成。但し、貸付実行時点
の県農業近代化資金の基準金利分を上限とする）

④主食用米から飼料用米への転換を行った生産者

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.9 R4.3 203 203 203 R3補正（地）

37 単 通常事
業

市産農産物
消費拡大緊
急対策事業
（農政課）

①新型コロナウイルス感染症拡大による飲食店等の利
用者の減少・休業や観光客の減少により、米需要の減
少や観光農園入込の減少による今後の営農継続への
影響が懸念され、また、就業機会の減少等、本市出身・
在住の学生へも影響を及ぼしていることから、市内唯一
の農業生産者団体であるＪＡ会津よつばと連携し、影響
下にある市産農産物の提供により本市ゆかりの学生等
を支援するとともに、ＪＡの過剰在庫を解消することで、
間接的に本市生産者の営農継続を支援する。

②市産農産物消費拡大緊急対策事業補助金

③
○学生応援「会津直送便」事業：ＪＡ直売所で買い物をし
た方に応募券を配布し、うち学生本人や学生の保護者
等からの応募を受け、応援セット（感染症の影響で需要
減の市産米・観光農園等の果樹等）を学生へ直接送付
し応援する。　＠5,000円／セット（送料込み）×400セット
＝2,000千円
○会津大学（短大含む）への市産米の無償提供に係る
経費：＠9,500円／30ｋｇ×100袋＝950千円
事業費計2,950千円×補助率３／４＝2,213千円（補助金
額）

④市内の生産者団体（ＪＡ）

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.10 R3.12 2,213 2,213 2,213 R3補正（地）

38 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

事業者支援
金（商工課）

①新型コロナウイルス感染症の拡大による県の集中対
策の影響を受けた事業者について、事業の継続及び感
染防止対策や集中対策終了後の通常営業の再開に向
けた準備等に対する支援を図るため、事業者支援金を
交付する。

②事業者支援金、コールセンター等業務委託料、事務
費

③
・事業者支援金145,000千円（1,450者×100千円）
・コールセンター等業務委託料12,422千円（コールセン
ター及び申請書受付業務4か月分12,026千円、不備架
電通話料実費精算分396千円）
・事務費190千円（申請書送料94円×1,450件×50％、決
定通知送料84円×1,450件）

④市内の事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

㉑いずれも該
当しない

R3.10 R4.3 157,612 157,612 157,612 R3補正（地）

39 〇 単 通常事
業

水稲農家経
営安定緊急
対策事業費
（農政課）

①コロナ禍における主食用米需要減に起因する米価下
落により本市水稲農家の減収が見込まれることから、営
農継続が懸念される本市水稲農家による育苗や肥料等
の資材購入等の次期作に向けた取組への支援として補
助金を交付する。

②③
○水稲農家経営安定緊急対策事業補助金　88,196千円
・対象者：本市水稲農家1,725名
・補助金額：令和３年産主食用米の生産目安面積計
33,921,499㎡×補助単価2,600円／10アール
○事務費（郵券代：申請・交付決定・申請勧奨の各通
知）：417千円

④
○交付対象者：水田面積10アール以上を有しＪＡ等へ出
荷販売する令和３年産主食用米を作付けした本市水稲
農家
○交付対象：各交付対象者毎に本市が設定した令和３
年産主食用米の生産目安面積

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・
小規模事業
者等への支

援

⑮強い農林水
産

R3.12 R4.3 88,613 88,613 88,613 
 収入保険
制度加入
率：50％

 HＰ公表等 R3補正（地）

40 〇 単 通常事
業

避難所におけ
る感染症対
策物資の購
入
（危機管理
課）

①避難所の新型コロナウイルス感染症対策を図るため
に必要となる災害備品を購入し、感染拡大防止を図る。

②③
（1）需用費8,732千円
段ボールベッド968台×8,200円×1.1
（2）備品購入費 9,196千円
パーティション486張×17,200円×1.1

④鶴城小学校、行仁小学校、謹教小学校、湊小学校、
門田小学校、小金井小学校、第二中学校、第五中学
校、北会津中学校、大戸公民館、ふれあい体育館、門田
倉庫

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の

徹底
①３密対策 R4.1 R4.3 17,928 17,928 17,928 

 段ボール
ベッド968
台、パーティ
ション486張
の購入

 HＰ公表等 R3補正（地）

41 〇 単 通常事
業

教育ICT環境
推進事業費
（学校教育
課）

①新型コロナウイルス感染症の影響等により、学校が臨
時休業となった場合でも、オンラインを活用した学習機
会を確保するため、学校インターネット通信環境のロー
カルブレイクアウトを実施し、円滑に通信できる環境を整
備する。

②次世代ファイアウォール機器購入費　及び
　学校インターネット接続環境増強業務委託料

③次世代ファイアウォール機器購入費
　　440千円×26台＝11,440千円
　学校インターネット接続環境増強業務委託料
　【内訳】
 　（ネットワーク設計／現地機器設定・設定変更／
　　動作試験／ドキュメント（完成図書）整理 等）
　　1,012.22千円×25校＝25,306千円

④対象施設：市立学校、対象者：児童生徒、教職員

－ － － － － －
③-Ⅲ-１．科
学技術立国

の実現
⑨教育 R4.1 R4.3 36,746 36,746 36,746 

 学校イン
ターネット通
信環境の
ローカルブ
レイクアウト
実施校：25
校

 HＰ公表等 R3補正（地）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

42 〇 単 通常事
業

住民税非課
税世帯等暖
房費助成事
業
（地域福祉
課）

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、
昨今の原油等のエネルギー価格高騰を踏まえ、住民税
非課税世帯等に対して、冬期間の暖房費支援として1世
帯あたり5千円を助成する。

②暖房費助成、事務費

③・扶助費（暖房費助成）
（住民税非課税世帯　14,000世帯＋家計急変世帯1,000
世帯）×5,000円＝75,000千円
・事務費
　需用費　255千円（封筒印刷、事務用消耗品）
　役務費1,260千円（郵券代）

④令和3年度非課税世帯及び家計急変世帯

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

㉑いずれも該
当しない

R4.2 R4.3 76,515 68,515 68,515 8,000 

 対象となる
全世帯への
助成件数：
約15,000世
帯

 市政だより、
市ホーム
ページ、相談
時案内など

R3補正（地）

43 〇 補
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府

（ＩＣＴ化推進事業）
①地域子育て支援拠点事業において、オンラインを活用
した相談支援に必要なICT機器の導入等により、新型コ
ロナウイルス感染拡大防止を図る。
②オンラインを活用した相談支援に必要なICT機器の導
入（パソコン、タブレット、Webカメラ等の購入及び設置工
事代等）に係る経費。
③保育施設　12施設×500,000円
④地域子育て支援拠点事業実施施設の内、ICT化推進
事業実施を希望した市内の保育施設。

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

①３密対策 R3.4 R4.3 6,000 6,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

 ICT機器の
導入により
感染拡大防
止に取り組
む施設数：
12施設

 HＰ公表等 R2補正（国）

44 〇 補
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①地域子ども・子育て支援事業において、感染症に対す
る強い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ、事業を継
続的に実施する。
②施設内の感染防止用の備品等購入費（マスク、消毒
液、空気清浄機、体温計、除菌庫等）や施設内消毒に要
する経費。
③④
・放課後児童健全育成事業
　こどもクラブ　51クラス×400,000円
・子育て短期支援事業
　母子生活支援施設　　1施設×200,000円
・地域子育て支援拠点事業
　保育施設　　24施設×300,000円

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 27,800 27,800 9,266 9,268 9,268 9,266 

 備品等を配
置し感染拡
大防止に取
り組む施設
数：76施設

 HＰ公表等 R2補正（国）

45 〇 補 103
公立学校情
報機器整備
費補助金

文科

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）
①新型コロナウイルス感染症の影響等により、学校が臨
時休業となった場合でもＩＣＴを活用した学習機会を確保
するため、ＧＩＧＡスクール構想に基づく１人１台タブレット
端末が前倒しで整備された。こうした急速にＩＣＴ機器の
整備が進む学校に対して、機器トラブルへの対応や教
員向け講習会の対応などを行うことで、円滑な活用を支
援するとともに多様な学習機会を確保する。
②③教育ＩＣＴ環境総合サポート事業業務委託料
　　21,049千円、対象学校数29校
　【内訳】
　（人件費（ヘルプデスク開設、ＩＣＴ機器及びネットワーク
運用保守、講習会、授業支援、ソフトウェアインストール
等）、通信費、交通費、雑費、一般管理費）
④対象施設：市立学校、対象者：児童生徒、教職員

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休

業等を円滑に
進めるための

環境整備

⑨教育 R3.7 R4.3 21,049 16,100 8,050 8,050 8,050 4,949   
 支援対象
学校数：29
校

 HＰ公表等 R2補正（国）

46 〇 補
児童福祉事
業対策費等
補助金

厚労

（虐待防止のための情報共有システム構築事業）
①（目的）厚生労働省が構築した「要保護児童等に関す
る情報共有システム」に、本市の要保護児等に関する情
報を登録するため、市児童婦人相談システムの改修を
行う。
（効果）このことにより、感染症の防止対策、虐待ケース
の転居等における引継ぎを含め、児童相談所・資料損の
情報共有がより効果的・効率的に行われる。
②市児童婦人相談システムの改修に要する経費
③システム改修に係る委託料　1,353,000円
④会津若松市

－ － － － － － ②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R3.5 1,353 1,353 676 677 677 

 「要保護児
童等に関す
る情報共有
システム」へ
の登録対象
となる相談
ケース記録
の件数：約
2,400件

 HＰ公表等 R2補正（国）

47 〇 補
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚労

（保育環境改善等事業（新型コロナウイルス感染症対策
支援事業））
①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、
感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に実施する。
②職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的
に実施していくために必要な経費（手荒れ防止用のハン
ドクリーム、マスク、ゴーグル、エプロン等）及び施設内
の感染防止用の備品等購入費（マスク、消毒液、空気清
浄機、体温計等）に要する経費。
③④
・保育施設　　29施設×500千円＝14,500千円
　　　　　　　　　2施設×400千円＝800千円
　　　　　　　　　5施設×300千円＝1,500千円
・児童館　　　　1施設×300千円＝300千円

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 17,100 17,100 8,550 8,550 8,550 

 施設内での
感染拡大防
止に取り組
む（37施設）

 HＰ公表等 R2補正（国）

48 〇 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高
齢者等への検査助成事業）
①新型コロナウイルス感染症の重症者の増加とそれに
伴う医療提供体制の逼迫を防ぐ。
②検査委託料
③対象者（150人）×検査委託料単価（22千円）=3,300千
円
④新たに高齢者施設等へ入所する65歳以上の市民で、
検査を希望する人

－ － － － － －

②-Ⅰ-２．ＰＣ
Ｒ検査・抗原
検査の体制

整備

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 3,300 3,000 1,500 1,500 1,500 300      受検数：
150件

 HＰ公表等 R2予備費（国）

49 〇 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚労

（健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事
業）
①健（検）診結果等の電子化した情報について、転居時
に市町村間で引き継がれる仕組みや個人が一元的に確
認できる仕組みを構築することで、行政窓口へ行く機会
を減少させ、感染症の拡大防止を図る。
②健康かるて（健康管理システム）改修等に要する経費
③システム改修に係る委託料　1,023,000円
④市の健（検）診受診者

－ － － － － －
③-Ⅰ-３．感
染防止策の

徹底
④行政IT化 R4.1 R4.3 1,023 1,023 682 341 341  システム構

築1基
 市ホーム
ページなど

R2補正（国）

50 〇 補
教育支援体
制整備事業
費補助金

文科

（幼稚園の感染症対策支援）
①幼稚園の利用児童等の新型コロナウイルス感染症対
策を図るために必要となる消耗品を購入し、感染拡大防
止を図る。
②③
（1）消耗品費107千円
・物品用消毒液42,328円（セーフコール4,950円×6箱
=29,700円、エタノール1,320円×5箱=6,600円、ジアクイッ
ク6,028円×1箱=6,028円）
・手指用消毒液46,035円（アルペット5,775円×5箱
=28,875円、ビオレＵ1,430円×12箱=17,160円）
・ペーパータオル8,580円（2,860円×3箱）
・体温計9,680円（4,840円×2個）
④河東第三幼稚園

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 107 107 53 54 54 

 施設内での
感染拡大防
止に取り組
む（1施設）

 HＰ公表等 R2補正（国）



地方創生臨時交付金実施計画（1月14日）Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関連
事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

事業
終期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期

補

助

・

単

独

事

業

の

区

分

事

例

集

事

例

番

号

特定事業
者等支援

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

Ｎｏ

第

５

回

追

加

事

業

51 〇 補

新型コロナウ
イルス感染症
セーフティ
ネット強化交
付金

厚労

（新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化事業）
①新型コロナウイルスの影響により、生活困窮にかかる
相談や住居確保給付金の申請件数が急増したため、そ
れらに対応するため相談支援体制の強化を図る。
②会計年度任用職員専門員の時間外手当
③・報酬945千円（時間外単価1,574円×20時間×6月×
5名）
　・共済費292千円（増額分58,332円×5名）
④会計年度任用職員専門員

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 1,237 1,237 927 310 310 

 相談件数
700件
住居確保給
付金申請件
数100件

 市ホーム
ページ、市政
だより　など

R2補正（国）
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